
◎ 過疎地域における事業用設備等に係る特別償却 【延長：（国税）所得税・法人税】

平成31年度 総務省の主な税制改正要望（結果）

過疎地域における雇用の増大を図るため、過疎地域内で個人又は法人が製造業等の設備等を新増設して事
業の用に供した場合に特別償却を認める特例措置。

→ 適用期限を２年間延長

現行制度

１．内容

○ 個人又は法人が、過疎地域内に取得価額の合計が２，０００万円を超える生産等設備を新増設して一定の事業の用に供した場合、

租税特別措置法の定めにより、建物、機械等の資産について、通常の償却額に加え、その事業年度に限り、取得価額の一定割合を

特別償却額として計上し、損金に含めることができる。これにより、課税の繰り延べ効果が発生し、新規事業立ち上げ時の負担を軽減

することができる。

○税 目 ： 所得税、法人税

○対象設備 ：

○特別償却率：建物及び附属設備･･･取得価額の６／１００、機械及び装置･･･取得価額の１０／１００

設備＼事業 製造業 旅館業 農林水産物等販売業

建物及び附属設備 ○ ○ ○

機械及び装置 ○ － ○

２．適用期間： ２年間（平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日）

改正内容

○ 適用期限の２年間延長（平成３３年３月３１日まで） ※現行過疎法の適用期限と一致
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